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労働市場の規制緩和と有料職業紹介事業

－ホワイトカラーの職業紹介を中心に－

伍賀 道

I･問題の所在と小繍の課題

1996年10月に提出された経済審議会行動計画委壜員会の雇用・労働ワーキン

グ・グループの文書「自由で活力のある労働市場をめざして｣I)は，まずはじ

めに今日の日本経済の「構造改革の推進とその成否の大きな鍵を握るのが労

働市場の改革である」とし，その理由として「経済構造が変わり，産業構造

が高度化していくなかで，労働力が常に「適材適所」の状態に再配置され，

個々の労働者の潜在的な能力を＋全に発揮できる条件が整備されていなけれ

ば，経済の構造改革は成功し得ないからである」との基本的認識を示してい

る。この観点から日本の労働市場を律する法制度（労働基準法，職業安定法，

労働組合法）にたいして，これらは第２次世界大戦直後の経済社会の歴史的

状況下では適切な意義があったが，今日の実態との間には「極めて大きな懸

隔が生じている」とし，なかでも職業安定法における「職業紹介の国家独占」

の考え方は，労働基準法（第６条）の「人材ビジネスの原則的否定」の考え

方とあいまって「労働市場の「市場」としての機能を麻庫させてきた」と批
判している。

さらに同文書は，職業安定法の制定当時（1947年）には労働市場は供給超

過状態にあったが，その後の経済発展を経て若年層を中心にして労働市場は

基本的には労働力不足基調になり，｢労働力供給が過剰であった時代に懸念さ

れていた交渉力の弱い労働者に対する不当な搾取などのおそれはほぼ解消し

た」という。こうした認識の上に立って導かれる提言の一つが有料職業紹介

事業の規制緩和である2)｡その具体的な内容は１）取扱職業の範囲の原則自由
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化（ネガティヴ・リスト化)，２）求人者から徴収する手数料の上限規制の撤

廃，求職者からの手数料徴収の容認，３）事業の許可要件の緩和，許可手続

きの簡素化などである。

同文書は有料職業紹介事業の規制緩和を主張するが，さすがに公的職業紹

介事業の存在意義までも否定してはいない。すなわち「国による職業紹介事

業の運営は，国民への最低限のサービスを無料一現実には全国民の共同負

担によるサービス提供という意味では有料そのものであるが－で提供する

ものとして必要不可欠な存在である」（傍点は引用者）とし，その上で「民間

部門が人々の多様なニーズに対応したきめ細かいサービスを提供することこ

そが自然な形態」であると説いている。

経済審議会行動計画委員会の雇用・労働ワーキング・グループのこのよう

な現状認識のベースには雇用の現状と将来にたいする楽観論が存在している。

まず第１に，今日と将来の労働市場について「労働市場は基本的には労働力

不足基調となった」と断定している。今日，雇用の弾力化戦略にそって大企

業がこぞってリストラを断行し，若者から中高齢者までの多くが雇用不安を

かかえているが，こうした状況への言及はまったく見られない。労働市場が

今後，労働力不足基調で推移すると判断しうるためには資本の労働力需要の

見通し抜きには議論できない。雇用の弾力化によって人員削減が持続的に貫

かれるもとでは将来の労働力人口の減少はただちには「労働力不足」に直結

しえない3)。

第２に，上記文書は「労働力不足基調」への転換を前提にして，労働力供

給過剰時代に懸念されていた「労働者にたし､する不当な搾取のおそれは解消

した」との見解を示しているが，これはまったく皮相な現状認識にもとづく

楽観論である。たとえば，女子学卒予定者にたいして就職内定と引換えにセ

クハラを行う事例など，若年者にまで拡大する就職難を背景に様々な女子差

別が蔓延しつつある。あるいは不況下で特に雇用不安定な登録型派遣労働者

にたいして派遣先企業が契約外の業務を強要したり，派遣契約途中にもかか

わらず派遣先の都合で仕事を打ち切る事例4)など労働者にたし､する権利侵害は

決して過去の問題ではない。

第３に,上記文書は公共職業安定所が職業紹介を独占し，「民間の有料職業

-４２－
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紹介事業は例外的にしか認められていない」かのように述べているが，現状

に照すと事実に反している。今日，日本の労働者が就職する際のルートとし

ては「知人の紹介」と並んで求人広告や求人情報紙誌が最大の役割を演じて

おり，むしろ公共職業安定所の機能が低いことが問題とされているほどであ

る5)｡求人広告，求人情報紙誌が事実上,職業紹介の機能を果たしていること

を考えれば，公共職業安定所が職業紹介を独占しているとの批判は現状を著

しく無視したものである。また，同文書には職業紹介事業について民間部門

にまかせれば「人々の多様なニーズに対応したきめ細かいサービス」が提供

されるとの市場原理への信頼がある。

では，公的職業紹介事業は最低限のサービスを提供するだけ，あとの大部

分は民間の職業紹介事業に期待することですまされるのだろうか。この点へ

の吟味なしに有料職業紹介事業の規制緩和を推進することは見通しのない航

海に出るに等しい。経済審議会行動計画委員会の雇用・労働ワーキング・グ

ループが日本の有料職業紹介事業の現状をどの程度まで分析したのかはなは

だ心許ない。果たしてわれわれは有料職業紹介事業にどこまで期待を寄せる

ことができ，また有料職業紹介事業は公的職業紹介事業にどこまで代わりう

るのだろうか。この問題の解答を得るためにはすでに営業している有料職業

紹介事業の現状を詳細に考察することが不可欠である。小論はその作業に向

けての第一歩である。

Ⅱ、今日の有料職業紹介事業の概況

(1)有料職業紹介事業についての現行規制

政府は職業安定法施行規則によって有料職業紹介事業について次のような

規制を設けている。

第１に，有料職業紹介事業を営む業者は労働大臣の許可を取得しなければ

ならない。許可の有効期間は１年間である。この許可期間はＩＬＯ96号条約

によって規制されている。

第２に，有料職業紹介事業の対象となる職種は現在29に限定されている

（表１）｡有料職業紹介事業が許可された1947年当時の指定職種は11であった

－４３－



金沢大学経済学部騰集第17巻第１号１９９７．３

表１有料職業紹介事業の指定職業

(出所）職業安定法施行規則別表第２（労働省職業安定局編著「新版・民営職業紹介事業
の手続」労務行政研究所，1992年所収）より作成。

－４４－
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表２有料職業紹介事業酢可事巣所数の推移(1)

(出所）労働省職業安定局資料より作成。

が，その後，徐々に拡大された。直近の指定職種は1990年に許可された「観

光バスガイド」である。

第３に，有料職業紹介事業を営む業者が取得できる手数料は２種類ある。

１つは業者が求職および求人の申込みを受付けた際に取得できる受付手数料

（現在540円）である。短期の職業紹介の場合，同一の求人または求職の申込

を繰り返し受付けることになるが，その場合，紹介手数料の受領は１カ月３

回以下に限定されている。いま一つの手数料は職業紹介が成功した際に取得

する紹介手数料である。有料職業紹介事業の業者はこの手数料を求人側から

のみ受領することができ，求職者から取得することは禁止されている。紹介

手数料の現行の上限は紹介した労働者の賃金の10.1％で，受領できる期間は

６カ月以内に限定されている。

－４５－

年度 許可事業所数 うち単一職業のみを取扱う事業所
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表３有料職業紹介事業酢可事業所数の推移(2)

(注）（a)：「観光バスガイド」の有料職業紹介事業は1990年に許可された。

（b)：１つの本業所が複数の免許を取得していることもある。また企業によっては複
数の事業所を営んでいるケースもある。

(出所）表２に同じ。

(2)有料職業紹介事業の動向

①事業所数，売上高

表２は1975年度から95年度までの20年間の有料職業紹介事業許可事業所数

の推移を示している｡20年間で2,053件から3,227件にまで1.5倍に増加してい

るが，その伸びは取扱い職業によって一様ではない（表３)。現に職業紹介が

－４６－

指定職業 1985 １９８７ 1989 1991 1992 1993 1994 1995

家政蝿 1．１５６ 1.193 1,218 1,249 1,265 1,239 1,210 1.171

看護婦 744 761 768 767 780 760 743 725

マネキン 376 421 452 4８ 490 490 490 482

芸能家 432 401 399 388 391 385 375 376

配膳人 197 248 279 320 347 363 357 361

調理士 249 236 231 222 217 215 215 211

経営管理者 7６ 131 203 296 311 301 296 293

モデル 139 133 142 1６１ 156 153 141 143

科学技術者 3７ 6０ 9６ 152 169 168 167 169

理容師 3５ 2９ 3２ 3２ 3８ 3６ 3８ 3７

美容師 2１ 2１ 2５ 3２ 4０ 3５ 3７ 3６

ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ技術者 ２１ 2１ 1９ 2１ 2１ 2１ 2０ 2０

通訳 ９ ９ 1３ 1５ 1３ 1２ 1３ 1２

医者 ６ ９ 1０ 1５ 1７ 1５ 1４ 1７

映画演劇技術者 1３ ５ ５ ４ ４ ３ ４ ４

生菓子製造技#猪 ６ ５ ５ ５ ４ ４ ４ ３

服飾デザイナー ２ ３ ７ ７ ７ ６ ７ ９

着物着付師 ２ ３ ５ ９ ９ ９ ９ 1０

医療技術者 ２ ３ ６ ７ ６ ８ ９

薬剤師 ２ ２ ２ ４ ４ 1１ 1４ 1９

歯科医師 ３ ３ ３ ３ ４ ３ ３ ３

歯科医iii技術者 １ ２ １ ２ ３ ３ ３

バーテンダー １ １ １ １ １ １ １

観光ﾊﾞｽｶﾞｲﾄﾞ(a） 6１ 9４ 115 132 130

合計 3,527 3,697 3,919 4,253 40391 4,354 4,301 4,244

許可駆業所合鮒b） 2,664 2,791 20945 3,213 3,318 3,307 3,273 3,227
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有料職業紹介事業所の売上高（1994年）（1,000円）表４

総事業所平

６３６６８８６０２０１２３

(注）（ａ）看護婦及び家政婦の両方を取り扱っている事業所。

（ｂ）家政婦のみを取り扱っている事業所。

（ｃ）経営管理者のみを取り扱っている事業所。

（。）経営管理者及び科学技術者の両方とも扱っている事業所。

(出所）全国民営職業紹介事業協会「ひと」NbU36（1996年１月号)，２４ページ，表１より作

成。なお原資料は労働省職業安定局綱査による。

行われている主な取扱い対象職業は，家政婦，看護婦，マネキン，芸能家，

配膳人，調理士，モデル，経営管理者，科学技術者，観光バスガイドなどで

ある。有料職業紹介事業の29の職業の中にはほとんど機能していないものも

含まれている。このことは規制緩和推進論者の主張に沿って有料職業紹介事

業をネガティヴ・リスト方式に転換したとしても，それがどこまで拡大しう

るか必ずしも明らかではないことを示唆している。1985年度から1995年度ま

での伸び率の点では経営管理者（3.9倍)，科学技術者（4.6倍)，配膳人（1.8

倍）が目立っている。また，1990年度に新たに対象職業に追加された観光バ

スガイドも４年間で２倍強に増加している。

労働省に報告された1994年時点の有料職業紹介事業全体の年間売上高は合

計636億6,900万円に達している（表４)。一事業所当たりの平均年間売上高は

2,000万円であるが,およそ半数の事業所の売上高は1,000万円未満にとどまっ

ている。

－４７－

事業所の取扱職業 総額 事業所平均

合計 63,668,860 20,123

看護婦及び家政婦（ａ） 16,084,360 22,527

家政婦（ｂ） ７ 039 909 14,941

マネキン 1５ 464 394 3４ 595

調理士 １ 688 678 ８ 118

芸能家 ３ 361 862 ７ 858

配膳人 11 482 047 3７ 646

モデル １ 681 410 14,129

経営管理者（ｃ） 603 419 5,070

経営管理者及び科学技術者（。） Ｌ６７１ 614 1２ 858

観光バスガイド 735 267 6 449

その他 3,855 900 lＧ 672



７
朏
醸
嘘
祠
麺
醜
叩
独
蠅
晒
烟
咄
麹

５
噸
３
弧
型
凪
過
Ⅲ

４
２

Ｚ
Ｌ

２
１

４ ０

表

料斗職案紹介’

'二J
事

Ｆ届
０
４
９
３
２
２
７
１
１
８
２
０
９

く
０
鋼
ね
町
肥
姻
朋
皿
配
船
理
別
髄
弼

績
脚
ａ
４
ｕ
４
ａ
Ｌ
Ｌ
２
ｄ
４

８
３
１

２
１

１
７

４ ５

実

事業の紹介

l;＝
介

聯
鐵
篭
厚
一
”
｜
襲
蠅

月

用 ケ月以上）

IiiSJ：
(出所）表：

膣
．

蠅
川
趣
棚
Ⅷ
畷
蝉
函
砿
繩
卸

０
１
１
１

２
１

３
２

Ⅱ
８

７
４

叩
Ⅲ

３ ６

鰯
諸
汁
椛
鱗
繋
椛
蜜
謬
醤
甑
弓
聴
鵠
】
中
］
患
剴
②

Ｉ
心
的
Ｉ

２

1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995

看護鰯 ａ746 ａ師６ 3,886 ａ254 3,5Z７ ａ認０ 3,548 4,002 ａ駒８ 3､３１７ 3.379

家政婦 ｌ７ａ９０２ 20ａ258 230.275 露ａＯ７４ 26ａ２１１ 2Ｍ794 30Ｍ8７ 314,627 画9,165 214,527 1480547

マネキン l鰍357 l1a280 l2a462 117.885 124`0期 130.079 l45b916 159,029 l5a855 124.468 126.927

調理士 19.604 1軋泌0 18.773 18,413 15,880 14.923 14,434 13,416 10,709 10,767 8.946

芸能家 la299 lq344 12261 １Ｍ5９ 12008 6,432 6,931 5,373 ａ768 ａ786 9.782

理容師 1,231 1,333 1.263 1.276 1,邸３ 1.082 LI62 1,283 1,251 1,418 1.408

美容師 髄２ gZ7 816 821 両９ 10027 1.045 1,152 1.539 Ｌ４６４ 1.354

配膳人 2b592 625 8鋼 8蝿 ２１５５ 2.621 ２７６８ 3.192 ａ魂４ 4.304 3,114

経営管理者 ａ402 ａ746 4.846 5.193 6,974 6b961 7,712 7,453 ａ鰯８ ａ394 5.814

科学技術者 2bO32 ２認0 ２６２５ ａＯ４５ ａ803 4.228 4,800 3,994 ａｌ９０ Ｚ鰯７ 3,674

モデル 103 329 241 242 169 461 172 172 359

その他 4,064 1,708 ２０４８ 1,924 1.駒５ 1,650 ２４班 4,048 ａ496 4.396 4,900

合計 351,091 36ａ側７ 401,252 422,206 435､７０９ 457,鋼９ 499,200 518.030 474,185 376,980 318.204
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②有料職業紹介事業の２つのタイプー「短期雇用型」と「長期雇用型」

表５および表６は業者が紹介に成功した職業紹介の件数を示している。前

者は雇用契約期間が１カ月以上，後者は１カ月未満の紹介件数である。前者，

後者に共通する主要な職業は家政婦(その大半は病院付添婦）とマネキン(衣

料,食品,電気製品などの展示販売員）である。後者ではこれらのほかにパー

ティの配膳人が大きな位置を占めている。これらの職業の場合，雇用期間は

長くて６カ月未満である。その理由は２つある。１つは有料職業紹介業者に

とっては，就職先での雇用期間が６カ月を超えた場合，現行規則により求人

企業から業者に入る紹介手数料が取得できなくなる。いま１つは求人企業に

とって労働者の雇用期間が６カ月を超えると雇用保険など社会保険に加入さ

せる義務が発生するので，これを避けるためである。このように有料職業紹

介事業の取扱い職業の大部分はこのような「短期雇用型」である。

これにたいしてホワイトカラー関連職種（経営管理者，科学技術者）の場

合は「長期雇用型」で，これまでは雇用期限がないのが通例であった。後述

のごとく，短期雇用型に比べ求人と求職をマッチさせるのに要する期間も長

く，コストも高くならざるをえない。このため，実際の紹介手数料はしばし

ば現行施行規則が定めた上限を上回っている。有料職業紹介事業の規制緩和

が登場する背景の一つにはこの問題がある。そこで項をあらためてホワイト

カラーの有料職業紹介事業について立ち入って考察することにしよう。

Ⅲ、ホワイトカラーの有料職業紹介事業

今日，ホワイトカラーの有料職業紹介事業は規制緩和推進陣営によって大

きな期待が寄せられている。それは以下のような事情からである。現在のリ

ストラのもとで人員削減の対象とされているのは中高年ホワイトカラーであ

り，かれらの労働移動をスムーズに実現することが規制緩和を進めるうえで

の課題と考えられている。そしてこの課題を達成する上で公的職業紹介事業

にかわって期待されているのが有料職業紹介事業である。では今日のホワイ

トカラーの有料職業紹介事業はどのような現状にあるのだろうか.

－５０－
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(1)有料職業紹介所の類型

①業態

現実に行われているホワイトカラー（｢経営管理者」および「科学技術者｣）

の職業紹介の形態は大きく３つに分けることができる6)。

第１は，通常の職業紹介を行う業者（｢登録型｣）で，求職者，求人企業が

それぞれ当該業者に申込を行い，業者は双方の希望をつきあわせ，紹介を行

う。

第２は，企業経営者や高度専門職を対象としたヘッドハンター（人材スカ

ウト）である。求人企業の注文に応じて業者はそれに適った候補者を探す。

第１のタイプと異なるのは，候補者はあらかじめ業者に登録していない場合

が多い。もしその候補者が転職に応じてもよいとの反応を得たならば，求人

企業に紹介する。これらの業者は自らを有料職業紹介業者ではなく，人事コ

ンサルタントとみなしている場合が多い。そのため彼らは職業安定法の適用

外と考え，顧客から受け取る貨幣は紹介手数料ではなく，コンサルタント料

であり，その上限は職業安定法施行規則によっては規制されないと主張して

いる7)。

第３は，いわゆるアウトプレースメントサービスを行う業者である。この

場合，ある企業で過剰人員とみなされた労働者を他の企業に移動させる業務

を担う。業者は当の労働者に接触し，相談に応じ，同時に彼らを雇用する可

能性のある別の企業を探す。今日，多くの企業が正規雇用の削減と非正規雇

用による代替を企図しているもとで，アウトプレースメント業者はこの人員

削減を支援する役割を果たしている。

ホワイトカラーの有料職業紹介事業の業界組織である民営人材紹介事業協

議会（人材協）が1995年７月に実施した調査結果（対象299事業所のうち102

事業所回答）によれば，主な業態は「登録型」が65事業所（63.7％)，「スカ

ウト型｣24事業所(23.5％),それに｢アウトプレースメント型｣13事業所(12.7％）

であった8)｡回答事業所のなかで44％は専業であったが,残りの事業所は２つ

又は３つの業態を兼ねている。「アウトプレースメント型」を主な業態とする

事業所の場合は54％が専業である。

-５１－
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表７ホワイトカラーの有料職業紹介所の資本系列

(出所）民営人材紹介事業協議会「人材紹介事業実態調査集計結果

報告書」（実態調査95）より借用。

②資本系列

上記の業態類型は事業所の資本系列とも密接な関連がある。先の人材協の

調査結果によれば「登録型」（通常の職業紹介）の場合は他の資本系列に属す

る事業所と独立系の事業所がほぼ半々であるのにたいし，「スカウト型｣は独

立系が，「アウトプレースメント型｣は資本系列に属する事業所が多い(表７)。

このうち，アウトプレースメントを主に取り扱う事業所の中に資本系列に属

するものが多いことは今日の巨大企業の雇用管理と深いかかわりがある。こ

れらの事業所は職業紹介とはまったく無縁の業種（製造業，商社，銀行，証

券，運輸・通信業など）の大企業の子会社として設立された。その主たる目

的は，自社やグループ企業内の中高齢者を中心とする「余剰人員」対策とし

て自社グループ内外に彼らを再就職させることである。それにとどまらず近

年ではグループ外の企業からの注文も引き受けている。

(2)営業実績

①業者数，就職件数

現行制度ではホワイトカラー分野の有料職業紹介事業は２つの職業，すな

わち「経営管理者」および「科学技術者」に限定されている,)。労働省調査に

よれば1995年度において前者を扱う事業所数は293件，後者は169件であるが

（表３)，多くの事業所はこれらの両方を取扱っている。1985年度から92年度

までこれらの事業所は顕著な増加基調にあったが，９３年度以降減少に転じた。

職業紹介実績の面では業者数よりも１年早く1991年度にピークを迎え，以降

減少基調にあったが，９５年度には再び回復に向かっている（表５)。

－５２－

系列あり 独立系

登録型

スカウト型

ｱｳﾄﾌﾟﾚｰｽﾉﾝﾄ型

合計

％３
７
６
０

２
６
４
８

５
１
８
４

％７
３
４
０

孔
３
５
２

４
８
１
５
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このことは90年代不況が長期化するもとでリストラによって民間企業のホ

ワイトカラーの求人が減少し，就職件数も減少したため，有料職業紹介業者

の経営が不振になったことを示している。就職件数が95年度に再び増加に転

じたのは景気の回復による雇用増を反映したものというよりはリストラの進

展の中で転職の増加を示すものと考えられる。

さて，これまで考察してきた職業紹介件数は当該業者が労働省に届け出た

実績であるが，ホワイトカラーについての実際の職業紹介はこれにとどまる

ものではない｡言わば隠された実績が多数存在している｡現行法制度上は,｢経

営管理者」および「科学技術者」に該当しないホワイトカラーの一般事務職

や営業職などについては有料職業紹介事業の指定職業からは除外されており，

これらを取り扱うことは違法行為にあたる。しかし，現実にはこのルールは

守られていない。正式の労働省調査では把握できないが，実際のホワイトカ

ラーの職業紹介件数は年間およそ２万件に上ると見込まれている。

業界団体の話では，実際に業者を訪れる求職者の70～80％は現職を有する

転職希望者で，失業者はわずかである。このことはホワイトカラーにたし、す

る有料職業紹介事業は転職市場では機能しているものの，離職失業者にたし、

する職業紹介の面では有効ではないことを示唆している。有料職業紹介事業

が転職の斡旋にとどまっている限りは雇用の増加に貢献することにはならな

い。

②職業紹介のコスト，手数料，売上高

ホワイトカラーの職業紹介の場合，適職を見つけるために要する期間は家

政婦，看護婦，調理士，配膳人などに比べ長く，平均しておよそ３カ月であ

る。これはホワイトカラーの多くは通常，正規雇用として採用されるため，

求人側は求職者をより慎重に吟味するからである.このため職業紹介に要す

る費用は家政婦，看護婦，調理士など「短期雇用」の場合よりもはるかに高

くつく。職業紹介に成功した場合，業者は採用された労働者の年収の約30％

を要求することが多い。これは明らかに職業安定法や同施行規則に違反して

いる。このため，業者は求人側にはこれを紹介手数料としてではなく，コン

サルタント料などの名目で別途請求している10)。後述のように1997年４月に

実施予定の有料職業紹介事業に関する規制緩和措邇はこのことを制度上も追

－５３－
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表８ホワイトカラーの有料職業紹介所の営業実績

１人当１人当り
実績

介

（注１）調査回答44事業所の平均値である。

（注２）「コンサルタント」とは求人，求職者双方に直接応対する者をいう。

（出所）民営人材紹介事業協議会「人材紹介事業実態調査集計結果報告轡｣（実態鯛査95）
より借用。

認するものである。人材協の先の調査ではホワイトカラーの有料職業紹介業

者が実際に求人側に課す平均手数料は対象労働者一人当たりおよそ150万円，

従業員１人あたりの売上高は約1500万円である（表８)'1)。

表８によればホワイトカラーの有料職業紹介所の平均従業員数はおよそ１２

人であるが，従業員規模で見た事業所は２つのグループに大別される。１つ

は少数の大規模事業所のグループであり，いま１つは多くの小零細業者であ

る。上記の人材協調査では有料職業紹介業者のなかで従業員数が５人以下の

業者は67％，他方，２１人以上の大手業者はわずか４％にすぎない。

(3)地域別分布

ホワイトカラーの有料職業紹介所の地域別分布状況を見ると（表９)，東京

都におよそ７割の事業所が集中しており，残りは大阪府，神奈川県，福岡県，

愛知県などにまとまって存在している｡その他の県にはまったくないか,あっ

ても数件のみに限られている。このことは，ホワイトカラーの転職労働市場

はもっぱら東京圏およびその他の大都市圏で成立しており，それ以外の地域

では有料職業紹介事業が営業として成立するほどには転職市場が存在してい

ないことを示している。規制緩和によってホワイトカラーの有料職業紹介事

業を拡大したとしても，大都市圏以外ではどれほど事業が拡大するであろう

か。大半の地域では公的職業紹介機関が担うほかないのではあるまいか。

-５４－

年間実績 ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ 全従業員
1人当り
紹介実績 年商

1人当り
需卜 単価

登録型

スカウト型

ﾙﾄﾙｰ"外型

合計

人
１
０
８
２

ａ
Ｌ
４
４

５
４
０
２

１
１
１

人

２
３
８
２

Ｃ
Ｄ
●
■

８
３
８
７

人

５
６
５
９

４
４
Ｌ
Ｌ

１
１
１

人
９
９
１
５

●
ｑ
●
■

０
８
９
０

１
１

万円

２１．２２１

7,450

17,283

170554

円
５
６
９
１

万
ａ
９
２
ａ

６
１
０
７

４
６
５
４

０
７
０
０

１
１
１
１

万円

134.2

18Ｌ7

164.9

141.3
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表９ホワイトカラーの有料職業紹介所の地域別分布

(注１）事業所数は「経営管理者」又は「科学技術者」を取扱う事業所

数である。

(注２）定義が異なるので表３の数値とは一致しない。

(出所）労働省職業安定局編「新版・民営職業紹介事業の手続」労務行

政研究所，1992年，巻末別表より作成。

Ⅳ、有料職業紹介事業にたし､する規制緩和要求

(1)業界の対応

有料職業紹介事業の規制緩和をめぐっては「短期雇用型」有料職業紹介事業の規制緩和をめぐっては「短期雇用型」の業界と「長期

雇用型」の業界（ホワイトカラーの有料職業紹介事業）とでは要求が異なる。

まずホワイトカラーの有料職業紹介事業の業界組織である民営人材紹介事

業協議会（人材協）は，1994年６月，労働大臣にたいして次のような趣旨の

－５５－

都道府県 事業所数 都道府県 事業所数

道
森
手
城
田
形
島
城
木
馬
玉
葉
京
川
潟
山
川
井
梨
野
阜
岡
知
璽
賀

海
奈

北
青
岩
宮
秋
山
福
茨
栃
群
埼
千
束
神
新
富
石
福
山
長
岐
静
愛
三
滋

Ｄ
ｊ
Ｊ

０
９
日
●

■

８
３

３

６く
く

く

２
０
０
３
１
０
１
０
１
０
２
２
５
７１

０１
０
２
０
０
１
１
１
１
８
０
０

都
阪
良
庫
山
取
根
山
島
ロ
島
川
媛
知
岡
賀
崎
本
分
崎
島
縄

歌
児

京
大
奈
兵
和
鳥
島
岡
広
山
徳
香
愛
高
福
佐
長
熊
大
宮
鹿
沖

合計

１

ｊ
Ｊ

６
５

●
●

０
３

１く
く

７
０
１
０
０
０
１
１
０
０
２
０
０
９
０
０
０
１
０
０
０

２

254（100.0）
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表１０全国民営職巣紹介事業協会（民紹協）加盟団体

(出所）全国民営職業紹介事業協会（民紹協）資料より作成。

規制緩和要求を提出した(｢有料職業紹介事業の運営に係る職業安定法並びに

関係法令の改定に関する要望｣)。

１）取扱対象職業について，原則自由化（ネガティヴ・リスト方式）を求め

るが，当面の緊急課題として「事務系専門職｣，「営業専門職｣，「技術系専

門職」を新設または拡充し，中高齢者については対象職業を自由化するこ

と。

２）受付手数料，紹介手数料については原則自由とすること。ただし，求職

者に対しては合理的な制限が設けられることはやむを得ないと考える。

３）事業許可申請，更新手続，備え付け書類，報告書等の帳票制度および業

務運営に係る諸規定について簡素化し，規制緩和を図ること（許可要件や

諸手続きに関し，許可有効期間を３年に延長すること，また追加の支店申

請手続きを簡素化すること等)。

これにたいして,｢短期雇用型｣の代表である家政婦・着謹婦の業界組織(日

紹連看護婦家政婦福祉協会）では規制緩和については慎重な姿勢を示してい

る。紹介手数料の現行の上限規制の引き上げ，および許可更新期間を２～３

年に延長することなどを求めている一方,参入規制の自由化には否定的である。

－５６－

指定戦業 加盟団体名

芸能家

看護婦・家政婦

経営管理者

科学技術者

通訳

理容師・美容師

配膳人

モデル

調理士

クリーニング技術者

マネキン

芸能事業者団体連合会

日本臨床看護家政協会

日紹連肴護婦家政婦福祉協会

全日本民営職業紹介事業福祉協会

民営人材紹介事業協会（人材協）

西日本理美容師職業紹介事業協会

全国サービスクリエーター協会

日本モデルエージェンシー協会
日本全鞍業調理士協会

全国調理士紹介事業福祉協会

全国クリーニング技術者紹介事業協会
全日本マネキン紹介事業協会
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有料職業紹介事業の取扱い職業別の業界組織によって規制緩和要求が異な

るため，上部組織である全国民営職業紹介事業協会（表10参照）の規制緩和

にたいする姿勢は微妙である。1995年９月25日に行政改革委員会に提出され

た同協会の「規制緩和に関する論点公開に基づく意見」には以下のような考

えが盛りこまれている。

１）規制維持か規制緩和かという観点ではなく，公共機関と民営職業紹介所

が相互に情報を補完しあい，双方から求職者に情報を提供できるシステム

の整備の方向に向かうぺきである。

２）許可制の廃止により民営職業紹介事業への参入が自由化されれば，悪質

な事業者が労働者の権利を著しく侵害する恐れが多分にあり，ひいては民

営職業紹介事業全体に対する不信感を募らせる恐れがある。

３）ネガティヴ・リスト方式への移行について.現状においても新規許可申

請事業者の中には，許可を希望する職業についての労働市場の知識が不十

分なものが少なくなく，原則自由化されれば，事業の市場性の見通しのな

いまま事業を行い，労働者に被害を与える結果に陥るものも少なくないと

思われる。許可職業はホワイトカラー専門職等については拡大すぺきであ

るが，許可制は維持すぺきである。不況下の現在にあっては求人の確保が

困難となっており，民営職業紹介事業の業績も概して不振となっているの

で，新たな分野の紹介事業を推進する環境としては適切な時期ではない。

小論の冒頭で取上げた経済審議会行動計画委員会のワーキング・グループ

の文書が今日の状況下では有料職業紹介事業が労働者に弊害をもたらすこと

はもはやないとの認識を示していたが，当の業界組織ではこうした楽観論を

明快に批判している。

(2)規制緩和推進陣営の見解

有料職業紹介事業の業界組織が比較的慎重な姿勢を見せているのとは対照

的に，日経連は1995年10月，政府にたいして提出した規制緩和要求の中で，

労働者派遣事業の自由化（ネガティヴ・リスト方式への移行）とともに有料

職業紹介事業の自由化（同前）を求めた。また，行政改革委員会規制緩和小

委員会は1995年12月に提出した報告書(｢光り輝く国をめざして－平成７年

－５７－
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度規制緩和推進計画の見直しについて』）のなかで，１）有料職業紹介事業の

ネガティヴ・リスト方式への移行，２）許可制について「明確かつ簡潔で，

裁量の余地の極めて少ない制度」への改善，３）紹介手数料の自由化などを

打ち出した。さらに，1996年10月に提出された経済審議会行動計画委員会の

規制緩和方針は，行政改革委員会規制緩和小委員会の規制緩和要求に加えて，

新たに紹介手数料を求職者にも課すことを認めるべきであると主張している。

これはＩＬＯ96号条約（有料職業紹介所に関する条約）の基本原則にたし、す

る挑戦でもある'2)。有料職業紹介事業の自由化が最も進んだイギリスでも求

職者にたし､する手数料の徴収は禁止されていることを考えれば，経済審議会

行動計画委員会のこの見解は先進国の中でも特異な位置を占めている。

以上のような規制緩和をめぐる各方面の議論を踏まえて，1996年12月，労

働省の中央職業安定審議会は労働大臣にたいして，有料職業紹介事業の取扱

い職業を事務的職業（ただし新規学卒後１年以内の者は除く）や販売の職業

（同前）などホワイトカラー職種にまで拡大すること，および従来の手数料

に加えてコンサルタント，カウンセリング料という名目で徴収することを認

めることなどを含む建議を行った'3)。この建議の内容は，先に紹介した人材

協の規制緩和要求とほぼ合致しており，現状を追認したものである。さすが

に経済審議会行動計画委員会が求めた求職者からの手数料徴収までは含まれ

ていない。

なお，労働省は職業安定法施行規則を改正し，上記建議の内容を1997年４

月より実施に移す計画である。これが実現すれば1997年度より労働省の有料

職業紹介事業統計にはホワイトカラーの職業紹介件数が大幅に増加すること

は確実である。しかし，これは，すでに行われていたが，従来は「非合法」

であったため潜在化していた有料職業紹介件数が表面化するためであり，制

度の改正の結果，新たに事業が拡大したものとは限らない。

Ｖ、むすび

これまで有料職業紹介事業の現状について主にホワイトカラーの職業紹介

に焦点をあてて考察してきた。ここで明らかになったことは，不況期には求

-５８－
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人が減少し，有料職業紹介事業は経営困難に陥るため，業者数，就職件数と

もに減少している事実である。また，ホワイトカラーの有料職業紹介事業に

ついて見れば，これらを利用する求職者の多くは失業者ではなく，転職希望

者である。さらにこれらの事業所の地域による偏在が顕著であること等であ

るＭ〕。以上の点を考慮に入れるならば，失業者が増加する不況期には有料職

業紹介事業は有効に機能しない恐れがあること，またホワイトカラーの転職

希望者の一定層にとっては有料職業紹介事業は効果的に機能しているかもし

れないが，失業者に対してはあまり貢献していないこと，さらに大都市圏外

の地域ではホワイトカラーの有料職業紹介事業は利用困難であることをもの

がたっている。これらは市場原理に基づく有料職業紹介事業の限界を示した

ものである。

冒頭で紹介したように経済審議会行動計画委員会の雇用・労働ワーキング・

グループは公的職業紹介事業について「国民への最低限のサービス」を無料

で提供する限りで必要不可欠との判断を示したが，有料職業紹介事業の限界

を考えれば，たとえホワイトカラーの転職希望者にとって有料職業紹介事業

は有効であると認めたとしても，景気動向に左右されず，また失業者にも無

料で職業紹介を行いうる公的職業紹介事業をより充実する必要性を示してい

るのではあるまいか。特に，不況が長期化し，リストラによる雇用不安が高

まっている今日の状況下ではなおのことである。この点で上記ワーキング・

グループが労働市場の現状と将来を労働力不足基調と判断した理由もうなず

ける。もし，当面の労働市場の基調を失業と雇用不安の高まりと捉えるなら

ば，これらに強い公的職業紹介事業の充実こそを主張しなければならないか

らである。この意味で経済審議会行動計画委員会雇用・労働ワーキング・グ

ループの文書は恋意的である。

(注）

1）同文番は「賃金と社会保障」NbL1189（1996年１月上旬号）に掲載されている。なお，

同ワーキング・グループの委員は島田晴雄（座長，慶応大学教授)，石川武（三井海上

火災取締役会長)，′l､婦典明（大阪大学教授）の三氏であるが，小鳥氏の労働市場理解

については拙稿｢労働者派遣・職業紹介事業の規制緩和とＩＬＯ96号条約改正問題｣(｢立

命館経済学」策45巻第６号，1997年３月，所収）を参照されたい。

2）経済審議会行動計画委員会の凧用・労働ワーキング・グループの同文書は，この他

－５９－
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にも，所得税制における配偶者控除の撤廃，裁肚労働制に関する規制緩和，有期労働

契約期間制限の緩和，女子保讃規定の撤廃，労働者派遣事業の規制緩和などを提言し

ている。

３）この点で1996年12月26日に公表された労働省の顧用政策研究会（職業安定局長の私

的研究会）の報告書は，経済審議会行動計画委員会の文替ほど楽観的ではない。失業

率が高水準にとどまっていることを指摘し，その背景として「１）景気の回復のテン

ポに力強さが欠け，大企業，製造業の風用が減少傾向にあるなど需要不足失業が１％

弱程度となっていること，２）労働力需給のミスマッチの拡大等による均衡失業率の

上昇がみられ，失業者の就職が十分に進んでいないことなどがある」と述べている。

４）東京都労働経済局｢労働者派遺業と派遣労働者一派遣労働に関する実態調査１９９５

－」1996年３月，参照。

５）総務庁「労働力調査特別鯛査」によれば，1994年３月から95年２月までの間に転噸

したり，初めて就職した650万人の就職方法としては，「求人広告または求人情報誌」

が31.5％で最も多く，これに「友人，知人の紹介」28.3％，「その他」17.1％，「学校

の紹介」9.4％が続いている。なお，「公共職業安定所」はわずか8.5％にとどまってい

る（総務庁「平成７年２月労働力調査特別調査報告」大蔵省印刷局，1995年)。

６）以下の３類型については民営人材紹介事業協織会「人材紹介事業実態調査集計結果

報告番Ｉ（実態鯛査95）を参照した。

７）最高裁は1994年４月，経営管理者を対象としたヘッドハンターも職業安定法が規定

する職業紹介であり，その成功報酬は同法施行規則に定めている上限を越えることが

できないとの判断を示した。この股高裁判決については小俣勝治「人材スカウト業と

職安法上の有料職業紹介」「季刊労働法」173号，1994年を参照されたい。

８）民営人材紹介事業協議会，前掲報告轡。

９）表１のとおり，科学技術者の中にはシステムエンジニア-やプログラマーなどのソ

フトウェア技術者が多数含まれていると考えられる。

10）この点に関しては高梨昌氏も次のとおり指摘している｡｢現実には成功報酬というこ

とで就職先の年所得の30％前後をとるというのが通常です」（高梨｢今日の規制緩和と

労働政策」「弾力化・規制緩和と社会政策ｊ啓文社，1996年，１０ページ)。

11）仮にホワイトカラーの有料職業紹介事業の年間の紹介件数を２万件と見積もれば，

業界の年間売上高は約300億円に達する。

12）ＩＬＯ96号条約は1997年６月開催の第85回総会において改正される見通しであるが，

これに向けたＩＬＯ事務局の報告鱒では求職者からの手数料不徴収という従来の原則

は維持すべきとの見解を示している（ILO,Ｒ巴雄j”ｑ/､ＭｌｅＦ”-C〃α煙塘EDOWQy‐

抗e"jAgFDT“ＳＣＯ"zje"'わ”]PC"jsaiﾉ】“ｇＰＶｎ９ａ〕Ｗｚ蛇ｍｄｚｊ”麺ﾉＬ２６ｏ”ＣＯ〃

た”江e“jhSessjo〃Ｉｇ９７Ｒ２'ｏｒｊＩＷＵｌＬＯ,Geneva,1996.)。なお，ＩＬＯ９６

号条約改正問題については前掲拙穂を参照されたし､。

－６０－



労働市場の規制緩和と有料職業紹介事業（伍賀）

13）中央職業安定審議会の建議の要旨は以下のとおりである。

①紹介責任者等の資格・経験要件

紹介責任者となる場合に必要な当該取扱職業の経験年数要件（現行は10年以上）を

３年以上に短縮する。

②許可の有効期間の更新手続

更新手続に係る添付書類については，３年ごとに添付することとし，それ以外の年

にあっては，省略する。

③基本的サービスに係る紹介手数料

マッチング等基本的サービス事務については,現行の上限規制の方式(賃金の10.1％，

６か月分を限度）によることとする。

④コンサルティング等に係る紹介手数料

求人の申込み又は求職の申込みの受理が行われた時点以降に行われる個別依頼に基

づく＝ンサルテイング，カウンセリング，求職者又は求人の開拓等については，上記

の基本的サービスに係る紹介手数料に加えて，有料職業紹介所が労働大臣に届出をし，

承認を受けた額を，徴収できることとする。

⑤取扱職業の範囲は，吹に掲げる職業以外の職業とする。

ａ、甑務的職業（新規学校卒業後１年を経過しない者が行うこととなる職業に限る）

ｂ・販売の職業（新規学校卒業後１年を経過しない者が行うこととなる職業に限る）

ｃ・サービスの職業（家政婦，理容師，美容師，着物着付師，クリーニング技術者，

調理士，バーテンダー，配ぜん人，モデル及びマネキンの職業を除く）

。、保安の職業

ｅ・農林漁業の職業

ｆ，運輸・通信の職業（観光バスガイドの職業を除く）

ｇ・技能工，採掘・製造・建設の職業及び労務の職業（生菓子製造技術者の職業を除

く）

14）不況期に有料職業紹介事業が減少すること，および就業槻会の少ない地方都市には

有料職業紹介業者の立地が少ないという事実はイギリスでも共通して見られる。この

点については拙稿｢イギリスにおける民営職業紹介事業,労働者派遣事業の現状」（｢金

沢大学経済学部論集」第15巻第２号，1995年３月，所収）を参照されたい。
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